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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

第３四半期連結
累計期間

第43期
第３四半期連結
累計期間

第42期

会計期間

自平成22年
10月１日
至平成23年
６月30日

自平成23年
10月１日
至平成24年
６月30日

自平成22年
10月１日
至平成23年
９月30日

売上高 （百万円) 55,560 57,358 72,503

経常利益 （百万円) 2,648 2,952 2,905

四半期（当期）純利益 （百万円) 1,206 1,154 1,255

四半期包括利益又は包括利益 （百万円) 1,540 1,441 1,548

純資産額 （百万円) 35,381 36,295 35,366

総資産額 （百万円) 53,508 56,633 53,185

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円) 73.43 70.27 76.45

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円) － － －

自己資本比率 （％) 56.0 54.4 56.3

　

回次
第42期

第３四半期連結
会計期間

第43期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円) 12.43 28.70

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．第42期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

 

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、平成23年12月31日付で、当社の連結子会社である(株)ディーシーエスビジネスパートナーは、当社の連結子会

社である三菱総研DCS(株)を存続会社とした吸収合併により解散いたしました。

　また、当社の連結子会社である(株)ディー・シー・オペレーションズは、平成23年12月26日付で、商号を(株)MDビジ

ネスパートナーに変更し、平成24年４月１日付で、当社の連結子会社であるエム・アール・アイスタッフサービス

(株)を吸収合併いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　　

（１）経営成績の分析 　

　当第３四半期連結累計期間（平成23年10月１日～平成24年６月30日）のわが国経済は、復興需要の本格化や個人消

費の堅調を背景に回復傾向を辿っていますが、海外情勢の変化やそれに起因する円高などにより、そのテンポは鈍い

ものに留まっております。欧州債務問題は年初に一時的に小康状態となりましたが、５月以降に再燃しており、加え

て、これまでけん引役だった中国の減速感も強まり、世界経済の先行きの不透明感はむしろ高まっている状況です。

　このような中、当社グループは、品質と顧客満足度の向上を最優先する姿勢を堅持し、シンクタンクとして培った科

学的手法を最大限に活かしたサービスの展開を進めました。特に、放射性物質の除染や植物工場を核とした農商工連

携などの震災復興支援に積極的に取り組むとともに、環境・エネルギー・情報通信・医療介護分野での中期的な展望

や規制改革、施策の構築支援をはじめ、今後の社会の新たな枠組みの創出にかかる分野に注力いたしました。

　こうした結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は57,358百万円（前年同期比

3.2％増）、営業利益は2,800百万円（同20.7％増）、経常利益は2,952百万円（同11.5％増）となりました。また、四半

期純利益は、税制改正に伴う税率変更により法人税等が増加したため、1,154百万円（同4.3％減）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（シンクタンク・コンサルティング事業）

　当第３四半期連結累計期間は、上記の震災復興関連案件に加え、官公庁向けでは資源リサイクルや海外におけるエネ

ルギー関連の調査・コンサルティング、医療介護分野の規制改革・産業創出支援、民間向けでは中期的な営業戦略や

新事業開発に関するコンサルティングなどが売上に貢献し、売上高（外部売上高）は17,548百万円（同4.3％増）と

なりました。また、売上高の増加に加えて受注好調に伴う稼働率の向上やコスト削減効果により、営業利益は2,127百

万円（同208.3％増）と、前年同期に比べ大きく改善いたしました。

　　

（ITソリューション事業）　

　当第３四半期連結累計期間は、官公庁向けのシステム更新・移行支援や金融機関向けの基幹システム・リスク関連

システム構築、旅客業向けの収益最大化支援システムなどにより売上は堅調に推移し、売上高（外部売上高）は

39,809百万円（同2.8％増）となりました。一方、BPO（Business Process Outsourcing）事業拠点集約に係る一時費

用、前期に発生した不採算案件の追加対応等により、営業利益は711百万円（同55.7％減）となりました。　

　

　

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて3,447百万円増加し、56,633百万円（前年度末

比6.5%増）となりました。内訳としては、流動資産が35,091百万円（同10.0%増）、固定資産が21,541百万円（同1.2%

増）となりました。流動資産は、受取手形及び売掛金が2,568百万円減少する一方、現金及び預金が2,748百万円、短期

資金運用のための有価証券が2,208百万円それぞれ増加しております。　 

　負債は、前連結会計年度末と比べて2,518百万円増加し、20,337百万円（同14.1%増）となりました。これは、未払法人

税等の増加600百万円、退職給付引当金の増加364百万円等によるものであります。　

　純資産は、前連結会計年度末と比べて929百万円増加し、36,295百万円（同2.6%増）となりました。

　

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費は176百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間において、

研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,424,080 16,424,080
東京証券取引所

(市場第一部)　
単元株式数100株

計 16,424,080 16,424,080 － －

 

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
－ 16,424,080 － 6,336 － 4,851

 

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 16,422,700 164,227 －

単元未満株式 普通株式　1,380 　　 － －

発行済株式総数 16,424,080 － －

総株主の議決権 － 164,227 －

 （注）「単元未満株式」には当社所有の自己株式87株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

　

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年10月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,996 11,744

受取手形及び売掛金 10,096 7,527

有価証券 5,494 7,702

たな卸資産 4,438 4,986

繰延税金資産 1,751 1,762

その他 1,122 1,374

貸倒引当金 △10 △6

流動資産合計 31,890 35,091

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,342 6,188

機械装置及び運搬具（純額） 16 5

工具、器具及び備品（純額） 1,120 1,085

土地 1,035 1,035

リース資産（純額） 497 786

建設仮勘定 109 5

有形固定資産合計 9,122 9,106

無形固定資産

ソフトウエア 1,585 1,776

その他 920 1,130

無形固定資産合計 2,506 2,906

投資その他の資産

その他 9,671 9,535

貸倒引当金 △4 △6

投資その他の資産合計 9,667 9,528

固定資産合計 21,295 21,541

資産合計 53,185 56,633
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,443 3,692

未払金 863 1,158

未払費用 2,083 1,032

未払法人税等 408 1,008

賞与引当金 1,646 1,664

受注損失引当金 74 117

その他 1,736 3,692

流動負債合計 10,256 12,365

固定負債

退職給付引当金 6,940 7,305

その他 622 666

固定負債合計 7,562 7,971

負債合計 17,819 20,337

純資産の部

株主資本

資本金 6,336 6,336

資本剰余金 4,851 4,851

利益剰余金 18,630 19,291

自己株式 △0 △0

株主資本合計 29,817 30,479

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 118 335

その他の包括利益累計額合計 118 335

少数株主持分 5,430 5,481

純資産合計 35,366 36,295

負債純資産合計 53,185 56,633
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 55,560 57,358

売上原価 44,648 45,942

売上総利益 10,911 11,415

販売費及び一般管理費 8,591 8,614

営業利益 2,320 2,800

営業外収益

受取利息 3 11

受取配当金 70 79

持分法による投資利益 226 42

その他 46 35

営業外収益合計 346 169

営業外費用

支払利息 5 9

賃貸費用 7 6

その他 5 1

営業外費用合計 17 17

経常利益 2,648 2,952

特別利益

持分変動利益 25 －

その他 6 －

特別利益合計 32 －

特別損失

固定資産臨時償却費 213 －

固定資産除却損 46 23

投資有価証券評価損 122 194

事務所移転費用 － 122

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 100 －

その他 25 53

特別損失合計 507 394

税金等調整前四半期純利益 2,172 2,558

法人税等 813 1,355

少数株主損益調整前四半期純利益 1,358 1,202

少数株主利益 152 48

四半期純利益 1,206 1,154
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成23年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,358 1,202

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 177 237

持分法適用会社に対する持分相当額 4 1

その他の包括利益合計 181 239

四半期包括利益 1,540 1,441

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,355 1,370

少数株主に係る四半期包括利益 185 71
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年６月30日）

　連結の範囲の重要な変更

　平成23年12月31日付で、当社の連結子会社である(株)ディーシーエスビジネスパートナーは、当社の連結子会社である

三菱総研DCS(株)を存続会社とした吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外しております。

　また、平成24年４月１日付で、当社の連結子会社であるエム・アール・アイスタッフサービス(株)は、当社の連結子会社

である(株)MDビジネスパートナー（(株)ディー・シー・オペレーションズが、平成23年12月26日付で商号変更）を存続

会社とした吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外しております。　　

　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用の計算については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

　

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響）

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げ

及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴う税率変更により、当第３四半期連結累計期間におい

て、未払法人税等が259百万円増加し、法人税等は同額増加しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年９月30日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

１．偶発債務 １．偶発債務

債務保証

　次の保証先について、金融機関からの借入に対し,債

務保証を行っております。

債務保証

　次の保証先について、金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。

保証先
金額

（百万円）
内容

従業員 14　 住宅資金等借入債務

　

保証先
金額

（百万円）
内容

従業員 13　 住宅資金等借入債務
　

 

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

　　　期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

　　　のとおりであります。　

前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年６月30日）

減価償却費 1,473百万円

のれんの償却額 76百万円

減価償却費 1,528百万円

のれんの償却額 71百万円

 

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 
 
(決議)

株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

1株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月17日

定時株主総会
普通株式 451 27.5平成22年９月30日平成22年12月20日利益剰余金

平成23年４月28日

取締役会
普通株式 246 15.0平成23年３月31日平成23年６月７日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

 
 
(決議)

株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

1株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月20日

定時株主総会
普通株式 246 15.0平成23年９月30日平成23年12月21日利益剰余金

平成24年４月27日

取締役会
普通株式 246 15.0平成24年３月31日平成24年６月５日 利益剰余金

　　

　

  

　

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

13/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：百万円）　

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

シンクタンク・コン
サルティング事業

ITソリューション事
業

売上高    　  

外部顧客への売上高 16,819 38,74055,560 － 55,560
セグメント間の内部売上高
又は振替高

595  312  908 (908)  －

計  17,415  39,052 56,468 (908) 55,560

セグメント利益  689  1,607  2,297 23 2,320

（注）１．セグメント利益の調整額23百万円には、セグメント間取引消去7百万円、たな卸資産の調整額2百

　　　　　万円及び固定資産の調整額12百万円が含まれております。

      ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：百万円）　

 

報告セグメント

合計
調整額

（注）１　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

シンクタンク・コン
サルティング事業

ITソリューション事
業

売上高    　  

外部顧客への売上高 17,548 39,80957,358 － 57,358
セグメント間の内部売上高
又は振替高

524  698  1,223(1,223)  －

計  18,073  40,508 58,581(1,223) 57,358

セグメント利益  2,127  711  2,838 (37) 2,800

（注）１．セグメント利益の調整額△37百万円には、セグメント間取引消去7百万円、たな卸資産の調整額　

　　　　　△6百万円及び固定資産の調整額△38百万円が含まれております。

      ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成23年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成24年６月30日）

　　１株当たり四半期純利益金額 73円43銭 70円27銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 1,206 1,154

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,206 1,154

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,424 16,423

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

　

　

２【その他】

（剰余金の配当）

  平成24年４月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　１．中間配当による配当金の総額　　　　　　　246百万円　

　２．１株当たり金額　　　　　　　　　　　　　15円

　３．支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年６月５日

（注）平成24年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成２４年８月３日 

　

株式会社三菱総合研究所

取締役会　御中

 

 有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 桃崎　有治　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　浩之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三菱総

合研究所の平成２３年１０月１日から平成２４年９月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４

年４月１日から平成２４年６月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２３年１０月１日から平成２４年６月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三菱総合研究所及び連結子会社の平成２４年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社三菱総合研究所(E23492)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

